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各 都 道 府 県 知 事  殿 

 

厚生労働省医政局長 

（公 印 省 略） 

 

 

「社会医療法人の認定について」の一部改正について 

 

 

令和３年度税制改正の大綱（令和２年 12 月 21 日閣議決定）において、「社会医療

法人制度における認定要件のうち救急医療等確保事業に係る業務の実績が一定の基

準に適合することとの要件について、関係法令の改正により夜間等救急自動車等搬送

件数及びへき地診療所に対する医師の延べ派遣日数等の基準値に係る特例を追加す

る見直しが行われた後も、現行の社会医療法人に対する特例措置と同様の特例措置を

講ずる」こととされました。これに基づき、当該要件を定めた厚生労働省告示の改正

を行い、その内容については、本日付で「「医療法第四十二条の二第一項第五号に規

定する厚生労働大臣が定める基準の一部を改正する件」の告示について（令和３年医

政発 0331 第３号厚生労働省医政局長通知）」において通知したところです。 

 これを受けて、「社会医療法人の認定について（平成20年３月31日医政発第0331008

号）」について、別添のとおり改正し、原則として本年４月１日から適用することと

したので、貴職におかれては、御了知の上、適正な運用に努めるとともに、遺漏のな

いよう、貴管下の医療法人に周知徹底を図るようお願いいたします。 

  

 

記 

 

 

第１ 改正の内容について 

 ○「社会医療法人の認定について」（平成 20 年医政発第 0331008 号）    

   ・別添１の一部改正                   別紙１ 

   ・添付書類１－２（救急医療）の一部改正          別紙２ 

・添付書類１－３（精神科救急医療）の一部改正       別紙３ 

   ・添付書類３－１（へき地医療）の一部改正         別紙４ 

  ・添付書類３－２（へき地医療）の一部改正         別紙５ 

・添付書類３－３（へき地医療）の一部改正         別紙６ 

  ・添付書類３－４（へき地医療）の一部改正         別紙７ 

・添付書類３－５（へき地医療）の一部改正         別紙８ 



 

第２ 施行期日等 

上記の改正通知は本年４月１日より適用する。ただし、本通知の適用前に行わ

れた医療法施行令（昭和 23 年政令第 326 号）第５条の５の規定に基づく社会医

療法人に係る認定の申請又は社会医療法人による医療法（昭和 23 年法律第 205

号。）第 52 条第１項の規定に基づく書類の届出であって、当該申請又は届出にお

ける同法第 42 条の２第１項第５号ハに規定する実績に令和２年２月以降の月の

分の実績を含むものについては、改正後通知の規定を適用する。 



別紙１ 

○「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31 日医政発 0331008 号）別添１の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

業務の区分 当該業務を行

う病院又は診

療所の構造設

備 

当該業務を

行うための

体制 

当該業務の実績 

救急医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１又は２の基準に該当すること。 

１．（略） 

２．当該病院において夜間等救急自

動車等搬送件数を３で除した数

が７５０件以上であること。 

※「夜間等救急自動車等搬送件

数」とは、直近に終了した３会

計年度における夜間（午後６時

から翌日の午前８時までをい

うものとし、休日を除く。）及

び休日（日曜日、国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）第３条に規定する休

日、年末年始の日(１月１日を

除く１２月２９日から１月３

日まで）及び土曜日又はその振

替日)における救急自動車等に

よる搬送を受け入れた件数（災

害医療においても同じ。）をい

う。なお、「救急自動車等によ

る搬送」とは、救急自動車及び

これに準ずる車両並びに救急

医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別

措置法（平成１９年法律第１０

３号）第２条に規定する救急医

療用ヘリコプター（以下「救急

医療用ヘリコプター」という。）

及びこれに準ずるヘリコプタ

ーによる搬送をいう。 

 

業務の区分 当該業務を行

う病院又は診

療所の構造設

備 

当該業務を

行うための

体制 

当該業務の実績 

救急医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１又は２の基準に該当すること。 

１．（略） 

２．当該病院において夜間等救急自

動車等搬送件数が７５０件以上

であること。 

※「夜間等救急自動車等搬送件

数」とは、直近に終了した３会

計年度における夜間（午後６時

から翌日の午前８時までをい

うものとし、休日を除く。）及

び休日（日曜日、国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）第３条に規定する休

日、年末年始の日(１月１日を

除く１２月２９日から１月３

日まで）及び土曜日又はその振

替日)における救急自動車等に

よる搬送を受け入れた件数を

３で除した数（災害医療におい

ても同じ。）をいう。なお、「救

急自動車等による搬送」とは、

救急自動車及びこれに準ずる

車両並びに救急医療用ヘリコ

プターを用いた救急医療の確

保に関する特別措置法（平成１

９年法律第１０３号）第２条に

規定する救急医療用ヘリコプ

ター（以下「救急医療用ヘリコ

プター」という。）及びこれに

準ずるヘリコプターによる搬

送をいう。 



 

 

 

 

精神科

救急医

療の場

合 

（略） （略） （略） 

災害医療 （略） （略） 次の基準のすべてに該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算

割合が１６％以上、又は夜間等救

急自動車等搬送件数を３で除し

た数が６００件以上であること。 

２・３ （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

（備 考） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神科

救急医

療の場

合 

（略） （略） （略） 

災害医療 （略） （略） 次の基準のすべてに該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算

割合が１６％以上、又は夜間等救

急自動車等搬送件数が６００件

以上であること。 

２・３ （略） 

（略） （略） （略） （略） 

 

（備 考） 

 ○ 平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの期間に医療法施行令第

５条の５の規定に基づく社会医療法人の認定を申請する場合 

    次の表の業務の区分に掲げる当該業務の実績欄に掲げる字句ものは、それぞ

れ同表右欄の字句と読み替える。 

業務の区分 読み替えられる字句 読み替える字句 

救急医療 直近に終了した３会計年度 直近に終了した会計年度 

件数を３で除した件数 件数 

 精神科救

急医療の

場合 

直近に終了した３会計年度 直近に終了した会計年度 

人口１万人対７．５件以上 人口１万人対２．５件以上 

周産期医療 直近に終了した３会計年度 直近に終了した会計年度 

件数を３で除した件数 件数 

３件以上 １件以上 

小児救急医

療 

直近に終了した３会計年度 直近に終了した会計年度 

 

 ○ 平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの期間に医療法第５２条

第１項の規定により社会医療法人の要件に該当する旨を説明する書類を届け出

る場合又は医療法施行令第５条の５の規定に基づく社会医療法人の認定を申請

する場合 

    次の表の業務の区分に掲げる当該業務の実績欄に掲げる字句ものは、それぞ

れ同表右欄の字句と読み替える。 

業務の区分 読み替えられる字句 読み替える字句 

救急医療 直近に終了した３会計年度 直近に終了した２会計年度 

件数を３で除した件数 件数を２で除した件数 

 精神科救 直近に終了した３会計年度 直近に終了した２会計年度 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 医療法施行令第５条の５の規定に基づく社会医療法人に係る認定の申請又は医

療法第５２条第１項の規定による社会医療法人の要件に該当する旨を説明する書

類の届出における実績に令和２年２月以降の月の分の実績を含む場合 

   救急医療、災害医療及びへき地医療については以下の基準とする（特例部分は 

太字）。 

業務の区分 当該業務を行

う病院又は診

療所の構造設

備 

当該業務を

行うための

体制 

当該業務の実績 

救急医療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の基準に該

当すること。 

  当該病院

が救急医療

施設として

必要な診療

部門（診察

室、処置室、

臨床検査施

設、エック

ス 線 診 療

室、調剤所

等）及び専

用病床（専

ら救急患者

のために使

用される病

床をいう。）

又は優先的

に使用され

る病床（専

用病床を有

次の基準の

すべてに該

当 す る こ

と。 

１．当該病

院の名称

がその所

在地の都

道府県が

定める医

療計画に

おいて救

急医療の

確保に関

する事業

に係る医

療連携体

制に係る

医療提供

施設とし

て記載さ

れている

１又は２の基準に該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算割

合が２０％以上であること。 

 ※「時間外等加算割合」とは、直近

に終了した３会計年度（医療法上

の会計年度をいう。以下同じ。）

における次に掲げる算定件数（療

養の給付及び公費負担医療の費

用に関する請求に関する省令（昭

和５１年厚生省令第３６号）に定

める方法により審査支払機関に

請求を行い、支払を受けた件数を

いう。以下同じ。）の合計の初診

料算定件数に占める割合（災害医

療においても同じ。）をいう。 

  ①診療時間以外の時間（休日及び

深夜（午後１０時から翌日の午

前６時までをいう。以下同じ。）

を除く。）において初診を行っ

た場合の時間外加算の算定件

数 

  ②休日（深夜を除く。）において

急医療の

場合 

人口１万人対７．５件以上 人口１万人対５．０件以上 

周産期医療 直近に終了した３会計年度 直近に終了した２会計年度 

件数を３で除した件数 件数を２で除した件数 

３件以上 ２件以上 

小児救急医

療 

直近に終了した３会計年度 直近に終了した２会計年度 

 

（新設） 



していない

が、救急患

者のために

一定数確保

されている

病 床 を い

う。）を有し

て い る こ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こと。 

２．当該病

院におい

て救急患

者に対し

医療を提

供する体

制（いわ

ゆるオン

コール体

制 も 含

む。）を常

に確保し

ているこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初診を行った場合の休日加算

の算定件数 

  ③深夜において初診を行った場

合の深夜加算の算定件数 

  ④時間外加算の特例の適用を受

ける保険医療機関が初診を行

った場合の当該時間外加算の

特例の算定件数 

２．当該病院において夜間等救急自動

車等搬送件数を３で除した数が、別

表１（＊１）の上欄に掲げる月数の

区分に応じて、それぞれ同表の中欄

（直近に終了した３会計年度に国

又は地方公共団体からの要請（新型

コロナウイルス感染症の発生又は

まん延に起因するものに限る。以下

同じ。）を受けて休業した日がある

場合は下欄）に掲げる基準値以上で

あり、かつ、直近に終了した３会計

年度のうち少なくとも１会計年度

における夜間等救急自動車等搬送

件数が７５０件以上であること。 

 ※「夜間等救急自動車等搬送件数」

とは、直近に終了した３会計年度

における夜間（午後６時から翌日

の午前８時までをいうものとし、

休日を除く。）及び休日（日曜日、

国民の祝日に関する法律（昭和２

３年法律第１７８号）第３条に規

定する休日、年末年始の日(１月

１日を除く１２月２９日から１

月３日まで）及び土曜日又はその

振替日)における救急自動車等に

よる搬送を受け入れた件数をい

う。また、「１会計年度における

夜間等救急自動車等搬送件数」と

は、直近に終了した３会計年度の

うちいずれかの１会計年度にお

ける夜間及び休日における救急

自動車等による搬送を受け入れ



た件数をいう（災害医療において

も同じ。）。なお、「救急自動車

等による搬送」とは、救急自動車

及びこれに準ずる車両並びに救

急医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別措

置法（平成１９年法律第１０３

号）第２条に規定する救急医療用

ヘリコプター（以下「救急医療用

ヘリコプター」という。）及びこ

れに準ずるヘリコプターによる

搬送をいう。 

 

 

 

 

精神科

救急医

療の場

合 

次の基準に該

当すること。 

  当該病院

が精神科救

急医療施設

として必要

な診療部門

（診察室、

処置室、保

護室、面会

室等）を有

しているこ

と。 

次の基準の

すべてに該

当 す る こ

と。 

１．当該病

院の名称

がその所

在地の都

道府県が

定める医

療計画に

おいて精

神科救急

医療の確

保に関す

る事業に

係る医療

連携体制

に係る医

療提供施

設として

記載され

ているこ

と。 

２．当該病

院が精神

保健及び

精神障害

次の基準に該当すること。 

当該病院において直近に終了し

た３会計年度における精神疾患に

係る時間外等診療件数が、当該病院

の所在地が属する精神科救急医療

圏内の人口１万人対（７．５―国又

は地方公共団体からの要請を受け

て休業した日数×０．０２÷３）件

以上であること。 

 ※「時間外等診療件数」とは、次に

掲げる算定件数の合計をいう。 

  ①診療時間以外の時間（休日及び

深夜を除く。以下同じ。）にお

いて初診又は再診を行った場

合の時間外加算の算定件数（患

者又はその看護に当たってい

る者から電話等によって治療

上の意見を求められて指示し

た場合に算定することができ

る再診料の件数は除く。②から

④までにおいても同じ。） 

  ②休日（深夜を除く。以下同じ。）

において初診又は再診を行っ

た場合の休日加算の算定件数 

  ③深夜において初診又は再診を

行った場合の深夜加算の算定

件数 

④時間外加算の特例の適用を受



者福祉に

関する法

律施行規

則（昭和

２５年厚

生省令第

３１号）

第５条の

２第１号

から第３

号までに

掲げる基

準を満た

すこと。 

ける保険医療機関が初診又は

再診を行った場合の当該時間

外加算の特例の算定件数 

 ※なお、①～④以外であって、診療

時間以外の時間、休日又は深夜に

おける初診又は再診に引き続い

て入院した患者数についても、

「時間外等診療件数」に含めるこ

と。 

※精神科救急医療圏内の人口は、直

近に公表された国勢調査又は人

口推計年報(総務省統計局）によ

る都道府県又は市区町村別の人

口総数の合計数をいう。 

災害医療 次の基準のす

べてに該当す

ること。 

１．当該病院

が災害医療

施設として

必要な次に

掲げる施設

（診療に必

要な施設は

耐震構造を

有 す る こ

と。）をすべ

て有してい

ること。 

(1) 集中治

療室 

(2) 診療部

門（診察

室、手術

室、処置

室、臨床

検 査 施

設、エッ

クス線診

療室、調

次の基準の

すべてに該

当 す る こ

と。 

１．当該病

院の名称

がその所

在地の都

道府県が

定める医

療計画に

おいて災

害医療の

確保に関

する事業

に係る医

療連携体

制に係る

医療提供

施設とし

て記載さ

れている

こと。 

２．当該病

院におい

て救急患

次の基準のすべてに該当すること。 

１．当該病院において時間外等加算割

合が１６％以上、又は夜間等救急自

動車等搬送件数を３で除した数が、

別表２（＊２）の上欄に掲げる月数

の区分に応じて、それぞれ同表の中

欄（直近に終了した３会計年度に国

又は地方公共団体からの要請を受

けて休業した日がある場合は下欄）

に掲げる基準値以上であり、かつ、

直近に終了した３会計年度のうち

少なくとも１会計年度における夜

間等救急自動車等搬送件数が６０

０件以上であること。 

２．当該病院に勤務する職員が直近に

終了した会計年度において、次に掲

げる訓練又は研修に参加している

こと。 

 (1) 都道府県又は国が実施する防

災訓練 

 (2) 国が実施する災害派遣医療チ

ーム（ＤＭＡＴ）研修 

３．過去において、災害時における都

道府県又は国からの災害派遣医療

チーム（ＤＭＡＴ）の派遣要請を拒

否しなかったこと。ただし、やむを



剤所等）

及び病室 

(3) 備蓄倉

庫 

２．当該病院

が災害医療

施設として

必要な次に

掲げる設備

をすべて有

しているこ

と。 

 (1) 簡易ベ

ッド 

 (2) 携帯用

医療機器 

 (3) 食料、

飲料水及

び医薬品

等の物資 

 (4) 自家発

電装置 

 (5) トリア

ージタッ

グ 

 (6) 救急用

自動車 

 (7) 広域災

害・救急

医療情報

システム

の端末 

３．当該病院

の敷地内又

は近接地に

ヘリコプタ

ーの離発着

場を確保し

て い る こ

と。 

者に対し

医療を提

供する体

制（いわ

ゆるオン

コール体

制 も 含

む。）を常

に確保し

ているこ

と。 

３．厚生労

働省に登

録された

災害派遣

医療チー

ム（ＤＭ

ＡＴ）を

有してい

ること。 

得ない理由があると認められると

きは、この限りでない。 



へき地医療 

※ 「へき

地」とは、

へき地保

健医療対

策実施要

綱（平成

１３年医

政発第５

２９号）

に基づく

へき地を

いう。 

１又は２の基

準に該当する

こと。 

１．当該病院

がへき地医

療施設とし

て必要な診

療部門（診

察室、処置

室、臨床検

査施設、エ

ックス線診

療室、調剤

所等）及び

病室を有し

て い る こ

と。 

また、必

要に応じ、

医師住宅又

は看護師住

宅を有して

いること。 

２．当該診療

所がへき地

診療所（へ

き地保健医

療対策実施

要綱に基づ

くへき地診

療 所 を い

う。）として

必要な診療

部門（診察

室、処置室

等）を有し

て い る こ

と。 

また、必

要に応じ、

次の基準に

該当するこ

と。 

当該病

院又は診

療所の名

称がその

所在地の

都道府県

が定める

医療計画

において

へき地医

療の確保

に関する

事業に係

る医療連

携体制に

係る医療

提供施設

として記

載されて

い る こ

と。 

  なお、

へき地診

療所を開

設する医

療法人が

当該へき

地診療所

の所在地

の都道府

県におい

て病院を

開設する

場合にあ

っては、

当該すべ

ての病院

へき地医療施設が病院の場合、１、２

又は３の基準に該当すること。この場

合において、医師の延べ派遣日数及び

巡回診療の延べ診療日数について、同

日同場所に派遣され又は巡回する医

師が複数の場合には、複数の派遣又は

巡回が適切な状況で行われているか

どうかについて確認し、短時間である

等必要と判断する場合には、単数によ

る派遣又は巡回として取り扱うこと。 

１．当該病院において直近に終了した

会計年度におけるへき地に所在す

る診療所（当該病院が所在する都道

府県内のへき地に所在する診療所

に限る。）に対する医師の延べ派遣

日数（派遣日数を医師数で乗じた日

数をいう。）が（５３－国又は地方

公共団体からの要請を受けて医師

の派遣を行うことができなかった

日数）人日以上であること。 

 ※派遣を行うことができなかった

日数が１月あたり４日を超える

場合は、その月については当該日

数を４日として計算することと

する。 

２．当該病院において直近に終了した

会計年度におけるへき地（当該病院

が所在する都道府県内のへき地に

限る。）における巡回診療の延べ診

療日数（診療日数を医師数で乗じた

日数をいう。）が（５３－国又は地

方公共団体からの要請を受けて巡

回診療を行うことができなかった

日数）人日以上であること。 

 ※巡回診療を行うことができなか

った日数が１月あたり４日を超

える場合は、その月については当

該日数を４日として計算するこ

ととする。 

３．当該病院において直近に終了した



医師住宅又

は看護師住

宅を有して

いること。 

に お い

て、へき

地の患者

を受け入

れるため

の病室そ

の他へき

地医療施

設として

必要な診

療 部 門

（ 診 察

室、処置

室、臨床

検 査 施

設、エッ

クス線診

療室、調

剤所等）

を有し、

かつ、へ

き地の患

者を受け

入れる体

制を常に

確保して

い る こ

と。 

  また、

へき地医

療拠点病

院に医師

を派遣す

る当該病

院にあっ

ては、当

該病院に

おいて、

当該へき

地医療拠

会計年度におけるへき地医療拠点

病院(当該病院が所在する都道府県

内のへき地医療拠点病院に限る。)

に対する医師の延べ派遣日数(診療

日数を医師数で乗じた日数をい

う。)が（１０６－国又は地方公共団

体からの要請を受けて医師の派遣

を行うことができなかった日数）人

日以上であること、かつ、当該へき

地医療拠点病院からへき地診療所

に対する医師の延べ派遣日数(当該

病院から医師の派遣を受けて行わ

れた当該へき地医療拠点病院から

当該へき地診療所に対する医師の

延べ派遣日数に限る。)が（１０６－

国又は地方公共団体からの要請を

受けて医師の派遣を行うことがで

きなかった日数）人日以上であるこ

と、又は当該へき地医療拠点病院の

へき地における巡回診療の延べ診

療日数（当該病院から医師の派遣を

受けて行われた当該へき地医療拠

点病院の当該へき地における巡回

診療の延べ診療日数に限る。）が（１

０６－国又は地方公共団体からの

要請を受けて巡回診療を行うこと

ができなかった日数）人日以上であ

ること。 

 ※それぞれ、医師の派遣を行うこと

ができなかった日数又は巡回診

療を行うことができなかった日

数が１月当たり９日を超える場

合は、その月については当該日数

を９日として計算することとす

る。 

  この場合において、当該病院から

当該へき地医療拠点病院に派遣さ

れる医師の診療科と、当該へき地医

療拠点病院から当該へき地診療所

へ派遣される医師及び当該へき地



点病院が

医師を派

遣する当

該へき地

診療所に

係るへき

地の患者

及び当該

へき地医

療拠点病

院が巡回

診療を行

う当該へ

き地の患

者を受け

入れる体

制を常に

確保して

い る こ

と。 

における巡回診療を行う医師の診

療科は同一であることが望ましい。 

へき地診療所の場合、次の基準に該当

すること。 

  当該へき地診療所において直近

に終了した会計年度における診療

日が（２０９－国又は地方公共団体

からの要請を受けて休業した日数）

日以上であること。 

  ※国又は地方公共団体からの要

請を受けて休業した日数が１月当

たり 17 日を超える場合は、その月

については当該日数を 17 日として

計算することとする。 

 

＊１ 別表１ 

直近に終了し

た３会計年度

に含まれる令

和２年２月以

降の月数 

国又は地方公共

団体からの要請

を受けて休業し

た日がない場合

の基準値 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日がある場合の基準値（小数点以下１位

未満の端数があるときは、これを四捨五入す

る。） 

１月 ７４８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４８から控除した数 

２月 ７４６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４６から控除した数 

３月 ７４５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４５から控除した数 

４月 ７４３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４３から控除した数 



５月 ７４１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７４１から控除した数 

６月 ７３９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３９から控除した数 

７月 ７３７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３７から控除した数 

８月 ７３６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３６から控除した数 

９月 ７３４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３４から控除した数 

１０月 ７３２ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３２から控除した数 

１１月 ７３０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７３０から控除した数 

１２月 ７２９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２９から控除した数 

１３月 ７２７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２７から控除した数 

１４月 ７２５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２５から控除した数 

１５月 ７２３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２３から控除した数 

１６月 ７２１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２１から控除した数 

１７月 ７２０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７２０から控除した数 



１８月 ７１８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１８から控除した数 

１９月 ７１６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１６から控除した数 

２０月 ７１４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１４から控除した数 

２１月 ７１２ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１２から控除した数 

２２月 ７１１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７１１から控除した数 

２３月 ７０９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０９から控除した数 

２４月 ７０７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０７から控除した数 

２５月 ７０５ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０５から控除した数 

２６月 ７０３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を７０３から控除した数 

 

＊２ 別表２ 

直近に終了し

た３会計年度

に含まれる令

和２年２月以

降の月数 

国又は地方公共

団体からの要請

を受けて休業し

た日がない場合

の基準値 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日がある場合の基準値（小数点以下１位

未満の端数があるときは、これを四捨五入す

る。） 

１月 ５９９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９９から控除した数 

２月 ５９７ 
国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得



た数を５９７から控除した数 

３月 ５９６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９６から控除した数 

４月 ５９４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９４から控除した数 

５月 ５９３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９３から控除した数 

６月 ５９１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９１から控除した数 

７月 ５９０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５９０から控除した数 

８月 ５８９ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８９から控除した数 

９月 ５８７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８７から控除した数 

１０月 ５８６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８６から控除した数 

１１月 ５８４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８４から控除した数 

１２月 ５８３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８３から控除した数 

１３月 ５８１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８１から控除した数 

１４月 ５８０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５８０から控除した数 

１５月 ５７９ 
国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得



た数を５７９から控除した数 

１６月 ５７７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７７から控除した数 

１７月 ５７６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７６から控除した数 

１８月 ５７４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７４から控除した数 

１９月 ５７３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７３から控除した数 

２０月 ５７１ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７１から控除した数 

２１月 ５７０ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５７０から控除した数 

２２月 ５６８ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６８から控除した数 

２３月 ５６７ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６７から控除した数 

２４月 ５６６ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６６から控除した数 

２５月 ５６４ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６４から控除した数 

２６月 ５６３ 

国又は地方公共団体からの要請を受けて休業

した日数に２を乗じて得た数を３で除して得

た数を５６３から控除した数 
 

 

  



別紙２ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類１－２（救急医

療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔夜間等救急自動車等搬送件数〕 

消防機関の救急自動車による搬送件数 ①      件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 ②      件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 ③      件 

ヘリコプターによる搬送件数 ④      件 

合     計 件 

３会計年度平均 件 

直近に終了した３会計年度に含まれる令和２年２月以降

の月数 
月 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体からの要請

（新型コロナウイルスの発生又はまん延に起因するものに限

る。以下同じ。）を受けて休業した日がない場合の基準値（別

添１中別表１中欄又は別表２中欄参照） 

⑤      件 

直近に終了した３会計年度における国又は地方公共団体からの

要請を受けて休業した日数（※） 
⑥      日 

直近に終了した３会計年度中に国又は地方公共団体からの要請

を受けて休業した日がある場合の基準値（⑤－⑥×２÷３） 
件 

（記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した３会計年度における夜間（午後６時から翌日の午前８時までと

し、休日を除く。）及び休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）第３条に規定する休日及び年末年始の日（１月１日を除く１２月

２９日から１月３日まで）及び土曜日又はその振替日）の救急搬送件数を記載す

ること。 

 

〔夜間等救急自動車等搬送件数〕 

消防機関の救急自動車による搬送件数 ①      件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 ②      件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 ③      件 

ヘリコプターによる搬送件数 ④      件 

合     計 件 

３会計年度平均 件 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

（記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した３会計年度における夜間（午後６時から翌日の午前８時までと

し、休日を除く。）及び休日（日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）第３条に規定する休日及び年末年始の日（１月１日を除く１２月

２９日から１月３日まで）及び土曜日又はその振替日）の救急搬送件数を記載す

ること。 

 



※国又は地方公共団体からの要請により休業した日数 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 ⑥          日 

 

添付資料 

  ○ 夜間等救急自動車等搬送件数明細表 

  ○ 夜間等救急自動車等搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等の写し（患

者の氏名及び住所に係る記載の部分については、消去等の処理をすること。）） 

 

夜間等救急自動車等搬送件数明細表  

 （自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

合計 件 

 

（自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

合計 件 

 

 （自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 

  ○ 夜間等救急自動車等搬送件数明細表 

  ○ 夜間等救急自動車等搬送件数を証明する書類（救急搬送証明書等の写し（患

者の氏名及び住所に係る記載の部分については、消去等の処理をすること。）） 

 

夜間等救急自動車等搬送件数明細表 

 （自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

（新設） （新設） 

 

（自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

（新設） （新設） 

 

 （自 平成・令和  年  月  日 至 平成・令和  年  月  日） 

消防機関の救急自動車による搬送件数 件 



医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

合計 件 

 

 （合計） 

（略） 

医療施設が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

民間会社が保有する救急用自動車による搬送件数 件 

ヘリコプターによる搬送件数 件 

（新設） （新設） 

 
（合計） 

（略） 

 

  



別紙３ 

 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類１－３（精神科

救急医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔精神科救急医療圏〕 

精神科救急医療圏名 人    口 

 ⑦       人（統計表名            ） 

人口１万人対時間外等診療件数（⑥／⑦×10,000） 人 

国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感

染症の発生又はまん延に起因するものに限る。）を受け

て休業した日数（※） 

⑧      日 

７．５－⑧×０．０２÷３  

  （記載上の注意事項） 

○ 直近に公表された国勢調査又は人口推計年報（総務省統計局）による都道 

府県又は市区町村別の人口総数の合計数を記載すること。 

 

※国又は地方公共団体からの要請により休業した日数 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 ⑧          日 
 

〔精神科救急医療圏〕 

精神科救急医療圏名 人    口 

 ⑦       人（統計表名            ） 

人口１万人対時間外等診療件数（⑥／⑦×10,000） 人 

（新設） （新設） 

（新設） （新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 



別紙４ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類３－１（へき地

医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔へき地に所在する診療所に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感染症の発生又はま

ん延に起因するものに限る。以下同じ。）を受けて派遣を行うことができな

かった日がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、53人日以上（へき地医療拠点病院の指定

を受けている社会医療法人にあっては、他の医療法人から医師の派遣を受けて行

われたへき地診療所に対する医師の派遣の延べ派遣日数は除く。）であること。

国又は地方公共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日があ

る場合は、（53－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の派遣を行うこと

ができなかった日数）人日以上であること。（派遣を行うことができなかった日

数が１月あたり４日を超える場合は、その月については当該日数を４日として計

算することとする。） 

 

〔へき地に所在する診療所に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、53人日以上（へき地医療拠点病院の指定

を受けている社会医療法人にあっては、他の医療法人から医師の派遣を受けて行

われたへき地診療所に対する医師の派遣の延べ派遣日数は除く。）であること。 

 

 

 

  



別紙５ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類３－２（へき地

医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔へき地に対する巡回診療の延べ診療日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感染症の発生又はま

ん延に起因するものに限る。以下同じ。）を受けて派遣を行うことができな

かった日がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「延べ診療日数」の合計欄は、53 人日以上（へき地医療拠点病院の指定を受け

ている社会医療法人にあっては、他の医療法人から医師の派遣を受けて行われた

へき地における巡回診療の延べ診療日数は除く。）であること。国又は地方公共

団体からの要請を受けて巡回診療を行うことができなかった日がある場合は、

（53－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の巡回診療を行うことがで

きなかった日数）人日以上であること。（巡回診療を行うことができなかった日

数が１月あたり４日を超える場合は、その月については当該日数を４日として計

算することとする。） 

 

〔へき地に対する巡回診療の延べ診療日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「延べ診療日数」の合計欄は、53 人日以上（へき地医療拠点病院の指定を受け

ている社会医療法人にあっては、他の医療法人から医師の派遣を受けて行われた

へき地における巡回診療の延べ診療日数は除く。）であること。 

 

 

 

 

  



別紙６ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類３－３（へき地

医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔へき地診療所診療日数〕 

（略） 

 （記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した会計年度におけるへき地診療所の診療日数等を記載すること。 

添付資料 

  ○ へき地診療所診療日明細表 

 

〔国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感染症の発生又はま

ん延に起因するものに限る。以下同じ。）を受けて派遣を行うことができな

かった日がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「診療日数（年間）」は、209 日以上であること。国又は地方公共団体からの要

請を受けて休業した日がある場合は、（209－国又は地方公共団体からの要請を受

けて休業した日数）日以上であること。（休業した日数が１月あたり 17日を超え

る場合は、その月については当該日数を 17日として計算することとする。） 

〔へき地診療所診療日数〕 

（略） 

 （記載上の注意事項） 

○ 直近に終了した会計年度におけるへき地診療所の診療日数等を記載すること。 

添付資料 

  ○ へき地診療所診療日明細表 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別紙７ 

 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類３－４（へき地

医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔へき地医療拠点病院に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感染症の発生又はま

ん延に起因するものに限る。以下同じ。）を受けて派遣を行うことができな

かった日がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。国又は地方公

共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日がある場合は、（106

－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の派遣を行うことができなかっ

た日数）人日以上であること。（派遣を行うことができなかった日数が１月あた

り９日を超える場合は、その月については当該日数を９日として計算することと

する。） 

 

（略） 

 

〔へき地医療拠点病院からへき地診療所に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日

〔へき地医療拠点病院に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。 

 

 

 

 

 

（略） 

〔へき地医療拠点病院からへき地診療所に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 



がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「医師の延べ派遣日数」の（純増   人日）の合計欄は、106 人日以上であ

ること。国又は地方公共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった

日がある場合は、（106－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の派遣を行

うことができなかった日数）人日以上であること。（派遣を行うことができなか

った日数が１月あたり９日を超える場合は、その月については当該日数を９日と

して計算することとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「医師の延べ派遣日数」の（純増   人日）の合計欄は、106 人日以上であ

ること。 

 

  



別紙８ 

○医療法第４２条の２第１項第５号の要件に該当する旨を説明する書類（「社会医療法人の認定について」（平成 20年３月 31日医政発 0331008 号）添付書類３－５（へき地

医療））の一部改正 

（下線の部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

〔へき地医療拠点病院に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請（新型コロナウイルス感染症の発生又はま

ん延に起因するものに限る。以下同じ。）を受けて派遣を行うことができな

かった日がある場合〕 

期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。国又は地方公

共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日がある場合は、

（106－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の派遣を行うことができ

なかった日数）人日以上であること。（派遣を行うことができなかった日数が

１月あたり９日を超える場合は、その月については当該日数を９日として計算

することとする。） 

 

（略） 

 

〔へき地に対する巡回診療の延べ診療日数〕 

（略） 

 

〔国又は地方公共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日

がある場合〕 

〔へき地医療拠点病院に対する医師の延べ派遣日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

〔へき地に対する巡回診療の延べ診療日数〕 

（略） 

 

（新設） 

 



期間 日数 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

年  月  日～  年  月  日 日 

通算日数 日 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。国又は地方公

共団体からの要請を受けて派遣を行うことができなかった日がある場合は、

（106－国又は地方公共団体からの要請を受けて医師の派遣を行うことができ

なかった日数）人日以上であること。（派遣を行うことができなかった日数が

１月あたり９日を超える場合は、その月については当該日数を９日として計算

することとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「医師の延べ派遣日数」の合計欄は、106 人日以上であること。 
 

 


